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◎ 我が国の福祉制度の変遷について 

◎ 決算の推移 

◎ 福祉施設等一覧 
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【1】日本の社会保障・社会福祉の考え方の基本 

・憲法第25条 

  第1項…すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する 

      ⇒国民の生存権保障                    （救貧規定） 

  第 2項…国は、すべての生活部面において、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び

増進に努めなければならない 

      ⇒生存権確保のための国の責務     （防貧規定・第1項の補充的規定） 

 

 1950年(S.25)「社会保障制度に関する勧告」(総理府の付属機関「社会保障制度審議会」) 

 社会保障制度の定義 

  疾病、負傷、分娩、廃疾、死亡、失業、多子その他困窮の原因に対し、保険的方法または

直接公の負担において経済的保障の途を講じ、生活困窮に陥った者に対しては国家扶助によ

って最低限度の生活を保障するとともに、公衆衛生および社会福祉の向上を図り、もって、

すべての国民が文化的社会の成員たるに値する生活を営むことができるようにすること 

 
 今日の社会保障制度 

  憲法の記述よりさらに広い意味で、①公的扶助、②社会福祉、③社会保険、④公衆衛生及び⑤医療･老人

保健の５つの部門から成り立ち、広義には恩給と戦争犠牲者援護を含めたものとされており、この広義

の解釈が、我が国における社会保障制度の基本的指針となっている。 

 

【2】戦後の社会保障制度の変遷 

 

 (1) 戦後の緊急援護と基盤整備（昭和20年代・1945年～）  

  1945年(S.20)8月 敗戦 

  ・戦争被災者、引揚者や失業者などを中心とした生活困窮者対策としての生活援護(救貧)施策 

  ・劣悪な食料事情や衛生環境に対応した栄養改善と伝染病予防 

  1946年(S.21)「生活保護法」の制定 

   ・３原則に基づく公的扶助制度の確立 

   ・不完全ながらも①国家責任の原則、②無差別平等の原則及び③最低生活保障の原則 

  1946年(S.21)「日本国憲法」の公布 

   ・憲法の理念に基づき、各分野における施策展開の基礎となる基本法の制定や体制整備 

  1947年(S.22)「児童福祉法」の制定 

  1948年(S.23)「民生委員法」の制定 

  1949年(S.24)「身体障害者福祉法」の制定 

  1950年(S.25)「生活保護法」の改正 

 

 

 

               生活保護法 児童福祉法 身体障害者福祉法 

  1951年(S.26)「社会福祉事業法」の制定 

   ・地域を基盤とする福祉制度の推進 

   ・社会福祉法人に関する規定 

第１次ベビーブーム 

 1947年(S.22)～49年(S.24) 

福祉三法体制 

社会保障制度 

の基本的指針 

社会保障制度 

の 基 本 理 念 

我が国の福祉制度の変遷について  
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 (2) 国民皆保険･皆年金と社会保障制度の発展(昭和30年代～オイルショック)  

  ※1955年(S.30)ガット正式加盟、1956年(S.31)国連加盟 

  1954年(S.29)11月～1957年(S.32)6月 大型景気｢神武景気｣…日本経済の本格的な経済成長過程 

  1958年(S.33)6月～1960年(S.35)12月「岩戸景気」…急速に成長を遂げ、国民生活も向上 

  1958年(S.33)「国民健康保険法」の制定 

  1959年(S.34)「国民年金法」の制定(所得保障の面) 

 

 

 

 

 
  1960年代…国民所得倍増計画と並行して 

       社会福祉制度の拡充期に 

       ・医療保険の給付率の改善 

       ・年金水準の引き上げ 

       ・生活保護基準の引き上げ等 

  

1960年(S.35)「精神薄弱者福祉法」 

(現「知的障害者福祉法」)の制定 

1963年(S.38)「老人福祉法」の制定 

1964年(S.39)「母子福祉法」の制定 

関連法の整備 

1960年(S.35)「身体障害者雇用促進法」 

1961年(S.36)「児童扶養手当法」 

1964年(S.39)「重度知的障害児扶養手当法」など 

  

 

               生活保護法 児童福祉法 身体障害者福祉法 

               知的障害者福祉法 老人福祉法 母子福祉法 

 

 

 (3) 高度経済成長の終焉と制度の見直し期(1970年代後半～1980年代)  

 

 

1975年～ 低成長時代の福祉のあり方について政策的検討 

 1979年(S.54) 「新経済社会７か年計画」…「日本型福祉社会」という考え方 

 1981年(S.56) 第二次臨時行政調査会「第一次答申」 1982年(S.57) 第二次臨時行政調査会「第三次答申」 

   …「活力ある社会福祉の実現」を提言⇒自立･互助･民間活力の導入を基本とした国家財政負担の軽減を強く

意識した政策転換の方向性を提示 

【この時期の特徴】 

① 急激な経済成長の達成とそれに伴う社会構造変化と従来

型コミュニティの崩壊 

② 経済成長の負の遺産としての環境汚染問題・人口集中現

象など市民生活に直結する問題が深刻化 

③ 社会問題に対応した市民活動の活発化に伴う各自治体ご

との福祉的取組みの活性化 

④ 経済成長を前提とした社会福祉・社会保障全体の枠組みの

構築 

1973年(S.48)「福祉元年」 

・日本の社会保障制度の発展の経緯上、重要な年 

・1973年「老人福祉法」の一部改正により老人医療費が

無料化 

・医療保険制度では健康保険の被扶養者の給付率の引き

上げ 

・高額療養費支給制度の導入 

・年金保険制度では給付水準の大幅引上げ、物価スライ

ド制及び賃金スライド制の導入など 

 1973年(S.48)10月 第４次中東戦争の勃発 

 オイルショック⇒ 福祉見直し 

・インフレの影響で、社会保障関係予算は大

幅に増え「高福祉・高負担」を招く 

・社会保障制度の見直しを迫られる 

  11月 9日 社会保障制度審議会 

S.36～ 国民皆保険・皆年金体制の確立 

福祉六法体制 
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 1981年(S.56) 中央社会福祉審議会「当面の在宅老人福祉対策のあり方について(意見具申)」 

   …受益者負担を原則とする在宅福祉サービスの基本的な考え方の提示 

 ※ 「公的福祉保障の考え方」から「福祉多元化の考え方」への政策的転換の時期 

   …サービス提供主体を公的機関から第三セクターである福祉公社、社会福祉協議会、民間団体などにも拡大 

  1979年(S.54)「障害者基本法」の制定 

 

  1982年(S.57)…「老人保健法」の制定（老人福祉制度の創設） 

   老人医療費に対して患者本人への一部負担の導入や老人保健拠出金の仕組みの導入 

  1984年(S.59)…「健康保険法」の改正（本人負担の1割引上げや退職者医療制度の導入） 

  ※1985年(S.60) バブル経済←プラザ合意 

  1986年(S.61)…年金制度の改正（全国民共通の基礎年金制度の創設） 

 

  1989年(H.元)…バブル景気が崩壊する前年 

        4月 消費税の導入 

  ・合計特殊出生率が戦後最低の1.57と少子化傾向が進む 

  ・高齢化の進行により、高齢者の介護問題が老後最大の不安要素として認識される 

 1989年(H.元) 3月「今後の社会福祉の在り方について」（中央社会福祉審議会等福祉関連３審議会合同企画分科会） 

  【基本的な改革方向の提示】 

  ① 住民に最も身近な行政主体である市町村の役割重視 

  ② 公的住宅福祉サービス等の供給主体を積極的に拡充するための社会福祉事業の範囲の見直し 

  ③ 民間事業者、ボランティア団体等の多様な福祉サービス供給主体の育成 

  ④ 地域における福祉、保健、医療の各種サービスの有機的連携による提供体制の整備 

  1990年(H.2)…バブル経済の崩壊 

 

 (4) 少子高齢化社会に対応した制度の構築  

                       持続可能な社会保障制度の再構築 

【福祉サービスの基盤整備】 

  1989年(H.1) 12月「高齢者保健福祉推進十ヵ年戦略（ゴールドプラン）」の策定 

          大蔵大臣・自治大臣・厚生大臣の合意による計画的整備の決定 

  1990年(H.2) 6月 「老人福祉法等の一部を改正する法律(通称：福祉関係八法改正)」の制定 

      【要点】 ① 在宅福祉サービスの積極的推進 

           ② 在宅福祉サービスと施設福祉サービスの市町村への一元化 

           ③ 市町村及び都道府県老人保健福祉計画の策定 

           ④ 障害者関係施設の範囲の拡大等 

      【方向性】 ・在宅福祉政策を推進するため、市町村レベルでの施設入所措置権限の委譲 

            ・老人保健福祉計画の策定を目指す 

社会福祉８法の改正 

     ①老人福祉法 ②身体障害者福祉法 ③精神薄弱者福祉法 ④児童福祉法 

     ⑤母子及び寡婦福祉法 ⑥社会福祉事業法 ⑦老人保健法 ⑧社会福祉･医療事業団法 

   

  1993年(H.5) 「障害者基本法」の改正 

  1994年(H.6) 「エンゼルプラン」(子育て支援のための総合計画)の策定 

「新ゴールドプラン」の策定 ◎「ハートビル法」(高齢者、身体障害者等が円滑に利

用できる特定建築物の建築の促進に関する法律）の制定 

  1995年(H.7)「障害者プラン」の策定 
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  1997年(H.9)「介護保険法」の制定、「高齢者対策基本法」の制定 

 介護保険制度の創設 

  ・老人福祉と老人医療に分かれていた高齢者の介護制度を社会保険の仕組みで再編成 

  ・介護保険を契機に、児童福祉や障害者福祉等の社会福祉の考え方や仕組みが 

   「措置制度」から「契約方式（利用制度）」へ変更 

  1998年(H.10) 中央社会福祉審議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

  1999年(H.11)「新エンゼルプラン」の策定 

        「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律」 

  2000年(H.12) 4月 介護保険制度の導入   

◎｢交通バリアフリー法」(高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律)の制定 

  2000年(H.12) 6月 「社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する等の法律」 

・改正等の対象となる法律(８本) 

  ・社会福祉事業法⇒社会福祉法（名称変更） 

  ・身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、児童福祉法、民生委員法、社会福祉施設職員等退職手

当共済法及び生活保護法の一部改正  ・公益質屋法の廃止 

・目的：「社会福祉を目的とする他の法律と相まって、福祉サービスの利用者の利益の擁護及び地域に

おける社会福祉(以下「地域福祉」という)の推進を図る」 

・内容：①利用者の立場に立った社会福祉制度の構築  ②サービスの質の向上 

    ③社会福祉事業の充実･活性化  ④地域福祉の推進…市町村地域福祉計画の策定を位置づけ 

  2004年(H.16) 年金制度改革 

   ・長期的な給付と負担の均衡を図り、将来にわたって制度の持続可能性を確保すべく、将来の保険

料水準を固定し被保険者数の減少等に応じて給付を自動的に調整する仕組みが導入 

  2005年(H.17) 「介護保険法」の改正 介護保険制度改革…新たなサービス体系の創設 

   ・予防給付サービスの提供など新たなサービスの体系が規定 

   ・介護サービスの質的向上及び介護予防のために地域包括支援センターの設置等 

  2005年(H.17) 「医療法」等の改正 医療制度改革 

   ・予防を重視した医療費適正化の総合的推進  ・新たな高齢者医療制度の創設が規定 

  2005年(H.17)11月 「障害者自立支援法」の成立 

  2006年(H.18)4月 「改正介護保険法」の施行 

 2006年(H.18)4月 「障害者自立支援法」の施行   ◎「バリアフリー新法」(高齢者、障害者等の移動等 

  ・障害者に費用の原則１割負担            の円滑化の促進に関する法律)の制定 

  ・福祉サービスの一元化 

  ・施設での保護中心の支援費制度から地域生活等への自立に向けた支援体制への転換 

  2008年(H.20) 後期高齢者医療制度の発足 

     

【改革の必要性】 

１ 福祉を取り巻く状況  (1) 少子･高齢化、家庭機能の変化、低成長経済への移行 

             (2) 社会福祉に対する国民意識の変化 

             (3) 国民全体の生活安定を支える社会福祉制度への期待 

２ 社会福祉制度     (1) 現行の枠組みは、終戦直後の生活困窮者対策を前提としたもの 

             (2) 現状のままでは増大、多様化する福祉需要に対応できない 

             (3) この間、児童福祉法の改正や介護保険法の制度を実施 

社会保障制度が大きく変わり、継続して見直しがされている中で、地方自治体にあっては、地域の創意

工夫を活かし、住民が住み慣れた地域において安心して自立した生活を送ることができる仕組みづくり、

個性を活かした自治体独自の地域福祉の確立に向けた取り組みが求められている。 

社会福祉基礎構造改革 
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2010年(H.22) 1月  社会保険庁の廃止に伴い「日本年金機構」が発足 

2010年(H.22) 4月  家庭的保育事業を児童福祉法に位置付け 

2010年(H.22) 4月  子ども手当制度の創設  (内容)児童手当を拡充する形で創設 

2011年(H.23）6月  「障害者虐待防止法」 公布 

2012年(H.24) 4月  子ども手当から児童手当へ移行 （内容）支給対象・額の見直し 

  2012年(H.24) 6月    「障害者総合支援法」 公布 

             「障害者優先調達支援法」 公布 

2012年(H.24) 6月    社会保障・税一体改革関連法案成立 

（内容）社会保障給付の財源として消費税率の段階的引き上げ 

                 社会保障制度改革国民会議の設置 

・社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消

費税法の一部を改正する等の法律 

・社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地

方税法及び地方交付税法の一部を改正する等の法律 

               ・社会保障制度改革推進法 

               ・子ども・子育て支援法 

               ・認定こども園法改正法 

               ・年金機能強化法 

               ・被用者年金一元化法   

2013年(H.25） 6月  「障害者差別解消法」 公布 

2013年(H.25） 6月  「子どもの貧困対策の推進に関する法律」 公布 

2013年(H.25) 12月  「生活困窮者自立支援法」 公布 

2014年(H.26)  4月  「次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支援対策 

               推進法等の一部を改正する法律」 公布 

             （内容）・次世代育成支援対策の推進・強化 

・母子家庭及び父子家庭に対する支援施策の充実 

2015年(H.27)  5月  「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を 

            改正する法律」 公布 

           （内容）・国民健康保険の財政支援の拡充や財政運営責任の都道府県への 

移行などによる制度の安定化 

                 ・後期高齢者支援金の全面総報酬割の導入 

2016年(H.28） 3月  「社会福祉法等の一部を改正する法律」 公布 

             （内容）社会福祉法人制度の改革 ほか 

2017年(H.29） 4月  障害を理由とする差別の解消の推進に関する宇治市職員対応要領  施行 

2017年(H.29)  4月  「介護予防・日常生活支援総合事業」の開始 

2017年(H.29） 6月  「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する 

法律」 公布 

             （内容）高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、 

地域共生社会の実現 ほか 

                ・介護保険法改正法 

               ・児童福祉法改正法 

               ・社会福祉法改正法 ほか 

2017 年(H.29） 6 月  「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福

祉法の一部を改正する法律」 公布 

           （内容）65歳になる障害者の介護保険自己負担の軽減 

               障害児に対する支援施策の充実 
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2018年(H.30)  10月    「生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律」 公布 

             （内容）生活困窮者等の一層の自立の促進を図るため、生活困窮者に対する

包括的な支援体制の強化 

                 生活保護世帯の子どもの大学等への進学支援 ほか 

               ・生活困窮者自立支援法改正 

               ・生活保護法改正 

               ・社会福祉法改正 

               ・児童扶養手当法改正 

2019年(R.1）  6月    「子どもの貧困対策の推進に関する法律の一部を改正する法律」 成立 

           （内容）市町村における子どもの貧困対策の計画策定の努力義務化など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



※総額は原則として数値を切り上げているため、内訳と一致しない場合がある。
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#REF! #REF! #REF!

26,856,847 27,359,778 27,713,127 28,604,585 28,176,562

33,462,182 33,222,488 33,643,254
34,928,111 34,028,011
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26 27 28 29 30

（
決
算
額
）

（年度）

各年度決算の状況（単位：千円）

一般会計

（民生費）

一般会計

（民生費除く）

12,590,017 

44%

10,752,727 

38%

5,249,368 

18%

12,474 

0%

２９ 年度

社会福祉費 児童福祉費

生活保護費 災害救助費

28,604,586

11,104,453 

41%

10,954,933 

41%

4,766,995 

18%

30,468 

0%

２６ 年度

社会福祉費 児童福祉費

生活保護費 災害救助費

26,856,849

12,247,988 

44%

10,415,722 

38%

5,035,351 

18%

14,067 

0%

２８ 年度

社会福祉費 児童福祉費

生活保護費 災害救助費

27,713,128

11,496,405 

42%

10,824,432 

40%

5,024,725 

18%
14,218 

0%

２７ 年度

社会福祉費 児童福祉費

生活保護費 災害救助費

27,359,780

民生費内訳

決算の推移

12,221,542 

43%

10,617,145 

38%

5,296,886 

19%

40,988 

0%

３０ 年度

社会福祉費 児童福祉費

生活保護費 災害救助費

28,176,561
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１．障害福祉サービス
　（１）新体系事業所 （令和元年7月現在）

施
設
入
所
支
援

居
宅
介
護

重
度
訪
問
介
護

行
動
援
護

同
行
援
護

生
活
介
護

短
期
入
所

就
労
移
行

就
労
継
続

(

A
型
）

就
労
継
続

(

Ｂ
型
）

自
立
訓
練

（

生
活
訓
練
）

共
同
生
活
援
助

自
立
生
活
援
助

就
労
定
着
支
援

地
域
移
行
支
援

地
域
定
着
支
援

ホームヘルプセンターぽっぽ ひがしうじ 五ケ庄折坂5-149 32-7709 ○ ○

ホ ー ム ヘ ル プ セ ン タ ー ぽ っ ぽ 広野町大開72-1 48-4833 ○ ○

介 護 の 花 た ば ケ ア セ ン タ ー 五ケ庄一番割59-1
壱番館501

38-1651 ○ ○

ケ ア ・ サ ー ビ ス 青 葉 小倉町山際1-14 39-7120 ○ ○ ○

た よ り に な る 輪 五ケ庄平野12-15 38-1272 ○ ○ ○

ニ チ イ ケ ア セ ン タ ー 宇 治 宇治壱番134-1
宇治荒川ビル1F

25-5632 ○ ○ ○

ニ チ イ ケ ア セ ン タ ー 宇 治 大 久 保 大久保町上ノ山４３-１
藤和ライブタウン宇治大久保

41-1781 ○ ○ ○

栄仁会 ホームヘルプセンターおうばく 五ケ庄戸ノ内7-25 33-1411 ○

ヘ ル プ サ ポ ー ト す ま い る 小倉町西山44-4 20-4080 ○ ○ ○ ○

居 宅 介 護 わ く わ く 伊勢田町南遊田42-1 25-6363 ○ ○

天 ヶ 瀬 寮 短 期 入 所 事 業 所 白川東山15 22-2000 ○

天 ヶ 瀬 き ぼ うの 家短 期入 所事 業所 白川東山15 23-2000 ○

シ ョ ー ト ス テ イ 宇 治 作 業 所 五ケ庄二番割5-2 32-2024 ○

シ ョ ー ト ス テ イ に じ い ろ 槇島町石橋13 25-7091 ○

天 ヶ 瀬 寮 白川東山15 22-2000 ○ ○

天 ヶ 瀬 き ぼ う の 家 白川東山15 23-2000 ○ ○

天 ヶ 瀬 ワ ー ク ス あ す な ろ 白川東山15 24-2844 ○ ○ ○

生 活 介 護 施 設 ク ロ ー バ ー 宇治天神12-3 23-2129 ○

相 談 支 援 セ ン タ ー み つ ば 宇治天神12-3 23-2129 ○

デ イ セ ン タ ー 宇 治 作 業 所 五ケ庄二番割5-2 32-2024 ○

ワ ー ク セ ン タ ー 宇 治 作 業 所 五ケ庄二番割5-2 32-2024 ○ ○

同 胞 の 家 小倉町西山44-4 20-4080 ○ ○ ○

宇 治 川 福 祉 の 園 槇島町石橋13 25-7091 ○ ○

志 津 川 福 祉 の 園 志津川西山15-2 20-9902 ○ ○

栄 仁 会 ワ ー ク ネ ッ ト き ょ う と 五ケ庄新開11-23
ジェミニ1階

38-0111 ○ ○ ○

み っ く す は あ つ 小倉町老ノ木13-1
宇治小倉マンション221号

23-7920 ○

槇 島 福 祉 の 園
（ジョブサポートセンターマキシマ）

槇島町石橋13-6 20-8060 ○

洛 南 共 同 作 業 所 木幡南端53-7 31-5088 ○

グ ル ー プ ホ ー ム あ お ば 宇治妙楽175-11 21-4500 ○

け あ ほ う む ぴ あ 五ケ庄三番割32-3 31-2500 ○

障 害 者 ケ ア ホ ー ム か さ と り 西笠取辻出川東67-1 （075）
644-5082

○

な か ま の 家 木幡南山80-53 33-6160 ○

地域相談
支援給付

計
画
相
談
支
援
給
付

事業所名 所在地 電話

介護給付 訓練等給付
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宇 治 市 障 害 者 生 活 支 援 セ ン タ ー 五ケ庄二番割5-2 32-8441 ○ ○ ○

宇治市聴覚障害者生活支援センター 五ケ庄二番割5-2 32-8441 ○ ○ ○

宇 治 市 福 祉 サ ー ビ ス 公 社
障 害 者 相 談 支 援 セ ン タ ー

宇治琵琶1-3 28-3111 ○

指 定 相 談 支 援 セ ン タ ー
ｋ ｏ ｋ ｕ ａ （ コ ク ア ）

小倉町西山44-4 20-4084 ○ ○ ○

栄仁会 相談支援事業所 おうばく 五ケ庄三番割32-3 31-2500 ○ ○ ○

ま き し ま て く て く 槇島町石橋13 25-7091 ○ ○ ○

天 ヶ 瀬 学 園 相 談 支 援 事 業 所 白川東山15 23-2000 ○

天 ヶ 瀬 寮 相 談 支 援 事 業 所 白川東山15 22-2000 ○ ○ ○

相 談 支 援 事 業 所 つ な ぎ 五ケ庄平野12-43 31-4837 ○

子 ど も 発 達 さ ぽ ー と セ ン タ ー
あ ゆ み 相 談 支 援 室

槇島町薗場14-8 24-1233 ○

イ サ ク 事 業 所 ど う ほ う の 家 伊勢田町毛語149-4 21-0139 ○ ○ ○ ○

サ ポ ー ト セ ン タ ー 五 ヶ 庄 木幡南端11 31-8773 ○ ○ ○ ○

サ ポ ー ト セ ン タ ー 虹 の 家 六地蔵奈良町58-7 33-7766 ○ ○ ○ ○

ヘ ル パ ー ス テ ー シ ョ ン 赤 い 糸 大久保町上ノ山18-9 41-2370 ○ ○

ケ ア セ ン タ ー う さ か め 小倉町南浦18-10 23-3337 ○ ○ ○ ○ ○

ヘ ル パ ー ス テ ー シ ョ ン 宇 治 東 五ケ庄二番割5-2 32-2024 ○ ○

E a c h O t h e r 小倉町西浦99-35 66-4037 ○ ○ ○

宇 治 作 業 所 の び の び 五ケ庄梅林72-8 66-4841 ○

シ ョ ー ト ス テ イ の び の び 五ケ庄梅林72-8 66-4841 ○

ヘ ル パ ー ス テ ー シ ョ ン す ず め 大久保町井ノ尻22-14 48-1005 ○ ○

あ い 工 房 西笠取下荘川西25 （075）
585-7839

○

グ ル ー プ ホ ー ム や ま し ろ 槇島町大川原35-5　1棟 22-0677 ○

ヘルパーステーション リエゾン大久保 大久保町旦椋10-5
梅本ビル

41-2126 ○ ○

居 宅 介 護 事 業 所 レ ッ ド コ メ ッ ト 小倉町神楽田12-1
紫明館101号

66-6450 ○ ○ ○

子 ど も 発 達 相 談 支 援 室 ぴ り か 槇島町大幡27
タウニーオオハタA-105

34-2382 ○

シ ョ ー ト ス テ イ く る ね 伊勢田町若林61-1 20-4080 ○

シ ョ ー ト ス テ イ 花 宇治米阪44 23-2129 ○

ほ っ と ハ ウ ス 小倉町西山70-8 20-5409 ○ ○

同 胞 の 家 ベ テ ル 事 業 所
グ ル ー プ ホ ー ム た い じ ゅ

伊勢田町若林61-1 20-0967 ○

グ ル ー プ ホ ー ム ぽ か ぽ か 宇治米阪44 23-2129 ○

訪 問 介 護 事 業 所 そ ら ま め 小倉町南浦6-10 74-8851 ○ ○

居 宅 介 護 事 業 所 レ ク ス 小倉町南堀池55-5 94-6670 ○ ○ ○

ゆ め ハ ウ ス 宇治若森30-2 23-5193 ○ ○

ヘ ル パ ー ス テ ー シ ョ ン み や こ 五ヶ庄梅林44-8 74-8297 ○ ○

ケ ア セ ン タ ー フ ィ ッ ト ・ 宇 治 木幡北畠24 31-1612 ○ ○ ○

事業所名 所在地 電話

介護給付 訓練等給付 地域相談
支援給付

計
画
相
談
支
援
給
付

‐ 208 ‐



施
設
入
所
支
援

居
宅
介
護

重
度
訪
問
介
護

行
動
援
護

同
行
援
護

生
活
介
護

短
期
入
所

就
労
移
行

就
労
継
続

(

A
型
）

就
労
継
続

(

Ｂ
型
）

自
立
訓
練

（

生
活
訓
練
）

共
同
生
活
援
助

自
立
生
活
援
助

就
労
定
着
支
援

地
域
移
行
支
援

地
域
定
着
支
援

な な ほ し か い ご 六地蔵奈良町58-3 31-3050 ○ ○

松 風 木幡南山80-11・12合地 74-8148 ○ ○

雪 風 木幡南山80-11・12合地 74-8148 ○

野 風 木幡南山80-11・12合地 74-8148 ○ ○ ○

か ん で ん ラ イフ サポ ート 宇治 ケア 莵道田中20-1 25-5700 ○

宇 治 憩 の 家 事 業 所 小倉町新田島13-64 26-2734 ○ ○

ヘルパーステーション スイート宇治 小倉町南浦11-37 66-7430 ○

サ ポ ー ト ス テ ー シ ョ ン ピ ー ス 五ケ庄北ノ庄30-3 84-6401 ○ ○

短 期 入 所 事 業 所 宇 治 小 倉 宇治蔭山9-11 23-0250 ○

障害者就労移行支援事業所さぴゅいえ 宇治蔭山9-11 23-0250 ○

宇 治 小 倉 ホ ー ム 宇治蔭山9-11 23-0250 ○

障 害 者 支 援 セ ン タ ー じ ゃ す と 宇治蔭山9-11 23-0288 ○ ○

ス マ イ ル ワ ー ク 大 久 保 事 業 所 広野町茶屋裏8-5
シャーメゾンInoueⅡnd　1F

41-2588 ○

宝 城 メ デ ィ カ ル サ ポ ー ト 小倉町南浦21-131 66-1069 ○ ○

グ ル ー プ ホ ー ム KOTO 五ヶ庄芝ノ東14-17
090-9625

-6370
○

相 談 支 援 事 業 所 か え る ぱ ん だ 六地蔵奈良町50　なごみビル
1F

32-0556 ○

F ∞ Ｉ ス イ ー ト 広野町西裏27-25　サンヒルズ
ハウス

39-8954 ○

笑 空 伊勢田町砂田129-4 27-5843 ○

社会福祉法人同胞会 Ｎｏａ-ｃｕｂｅ 伊勢田町南山49-2-1 24-1092 ○

わ た し の 寝 床 小倉町西山70-8 20-5409 ○

シ ョ ー ト ス テ イ 巨 椋 伊勢田町南遊田42-1 25-6360 ○

シ ョ ー ト ス テ イ サ ン サ ン 木幡南端11 39-3506 ○

地域相談
支援給付

計
画
相
談
支
援
給
付

事業所名 所在地 電話

介護給付 訓練等給付
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　（２）地域生活支援事業

　　　　・相談支援事業
事業所名 住所 電話

宇治市障害者生活支援センター「そら」 五ケ庄二番割5-2 32-8441

　　　　・移動支援事業

車
い
す
常
用
者

知
的
障
害
者

精
神
障
害
者

車
い
す
常
用
児

知
的
障
害
児

精
神
障
害
児

グ
ル
ー

プ
支
援

た よ り に な る 輪 五ケ庄平野12-15 38-1272 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

介 護 の 花 た ば ケ ア セ ン タ ー 五ケ庄一番割59-1
壱番館501号

38-1651 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（福）同胞会ヘルプサポート すまいる 小倉町西山44-4 20-4080 ○ ○ ○ ○

ケ ア ・ サ ー ビ ス 青 葉 小倉町山際1-14 39-7120 ○ ○

財団法人 宇治市福祉サービス公社
ホームヘルプセンターぽっぽひがしうじ

五ケ庄折坂5-149 32-7709 ○ ○ ○ ○

財団法人 宇治市福祉サービス公社
ホ ー ム ヘ ル プ セ ン タ ー ぽ っ ぽ

広野町大開72-1 48-4833 ○ ○ ○ ○

社会福祉法人宇治市社会福祉協議会 宇治琵琶45
宇治市総合福祉会館内

22-5650 ○

居 宅 介 護 わ く わ く 槇島町石橋13-６ 20-8060 ○ ○ ○

サ ポ ー ト セ ン タ ー 五 ヶ 庄 木幡南端11 31-8773 ○ ○ ○ ○ ○

サ ポ ー ト セ ン タ ー 虹 の 家 六地蔵奈良町58-7 33-7766 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

支 援 セ ン タ ー 五 葉 槇島町吹前49-3 21-0128 ○ ○ ○ ○ ○

ケ ア セ ン タ ー う さ か め 小倉町南浦18-10 23-3337 ○ ○ ○ ○ ○ ○

ヘ ル パ ー ス テ ー シ ョ ン 赤 い 糸 大久保町上ノ山18-9 41-2370 ○ ○ ○ ○ ○ ○

居 宅 介 護 事 業 所 レ ッ ド コ メ ッ ト 小倉町神楽田12-1
紫明館101号

66-6450 ○ ○ ○ ○ ○ ○

居 宅 介 護 事 業 所 レ ク ス 小倉町老ノ木39
ヴェルジェ601号

94-6670 ○ ○ ○ ○ ○ ○

訪 問 介 護 事 業 所 そ ら ま め 小倉町南浦6-10 74-8851 ○ ○ ○ ○ ○ ○

ヘ ル パ ー ス テ ー シ ョ ン み や こ 五ヶ庄梅林44-8 74-8297 ○ ○ ○ ○ ○ ○

松 風 木幡南山80-11・12合地 74-8148 ○ ○ ○ ○ ○ ○

サ ポ ー ト ス テ ー シ ョ ン ピ ー ス 五ケ庄北ノ庄30-3 84-6401 ○ ○ ○ ○ ○ ○

な な ほ し か い ご 六地蔵奈良町58-3 31-3050 ○ ○ ○ ○ ○ ○

宝 城 メ デ ィ カ ル サ ポ ー ト 小倉町南浦21-131 66-1069 ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業所名 所在地 電話

サービス提供対象者
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　　　　・日中一時支援事業

知的 精神 身体 知的 精神

日 中 一 時 支 援 宇 治 作 業 所 五ケ庄二番割5-2 32-2024 ○ ○ ○ ○ ○

日 中 一 時 支 援 ク ロ ー バ ー 宇治天神12-3 23-2129 ○

（福）同胞会日中一時支援 ほ～む 小倉町西山44-4 20-4080 ○ 〇

天 ヶ 瀬 学 園 入所 部短 期入 所事 業所 白川東山15 23-2000 〇

シ ョ ー ト ス テ イ に じ い ろ 槇島町石橋13 25-7091 〇

天 ヶ 瀬 寮 短 期 入 所 事 業 所 白川東山１５ 22-2000 〇

サ ポ ー ト セ ン タ ー 五 ヶ 庄 木幡南端11 31-8773 ○ ○ ○ ○

サ ポ ー ト セ ン タ ー 虹 の 家 六地蔵奈良町58-7 33-7766 ○ ○ ○ ○ ○

日 中 一 時 支 援 の び の び 五ケ庄梅林72-8 66-4841 ○

デ イ セ ン タ ー う さ か め 小倉町南浦18-11 23-3337 ○ ○ ○ ○ ○

居宅介護支援事業所 レッドコメット 小倉町神楽田12-1
紫明館101号

66-6450 ○ ○ ○ ○ ○

支 援 セ ン タ ー 五 葉 槇島町吹前49-3 21-0128 ○ ○ ○

（福）同胞会日中一時支援 わかば 伊勢田町若林61-1 20-0967 ○ ○

株 式 会 社 for one 笑 空 伊勢田町砂田129-4 27-5843 ○ ○

日中一時支援事業所 だちょう倶楽部 菟道門前9-1　小林事務所2F 66-6954 ○ ○ 応相談 ○ ○

　　　・地域活動支援センター
事業所名 所在地 電話

地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー む す び 五ケ庄平野45-1 32-0440

と う が ら し ハ ウ ス 小倉町西浦52-28 23-3615

宇 治 市 社 会 福 祉 協 議 会 宇治琵琶45
宇治市総合福祉会館

22-5650

事業所名 所在地 電話

サービス提供対象者

障害者 障害児

‐ 211 ‐




